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1 市町村における実務の流れ 

(1) 医師会との委託契約 

毎年３月、次年度の委託料単価等について 

算定根拠等を示しつつ医師会と交渉を行う 

・交渉により決定した委託料単価にて次年度の予防接種を実施 

・契約は市医師会と締結（期間：４月１日～翌年３月３１日） 

・市が委託した医師会が協力要請を行い、承諾した医療機関の 

 ことを予防接種協力医療機関という 

医師会と合議が得られた場合、次年度の契約を行う 



1 市町村における実務の流れ 

(2) ワクチン一括購入（川崎市独自） 

・市と薬品業者が単価契約を締結 

・医療機関は市にワクチンを注文し、市から業者へ配布依頼 
 （注文及び配布は週毎に行い、ワクチン代は月毎の支払い） 



1 市町村における実務の流れ 

(3) 予算算定（本市における次年度予算は９月に要求） 

過去実績から見込んだ被接種者数 × 現年の委託料単価 

委託料の見込み 

翌年３月に単価交渉を行うため、 

単価が異なる可能性あり 

過去実績から見込んだ購入ワクチン数 × 見積り単価 

ワクチン需用費の見込み 

業者に見積りを依頼 

全額 市が負担 
2５年度予算 

 約３５億円 
25年度 地方交付税 

約14.6億円 



1 市町村における実務の流れ 

(3)-2 費用負担 

の算定根拠 

費用負担について、市町村が負担する９割を地方交付税の算定根拠にする 

 →だが、地方交付税交付時に内訳はないため、実際の金額は不明 

 →そもそも、地方交付税の非交付団体については国から一切手当てがない 



1 市町村における実務の流れ 

(4) 予診票の作成 

・定期予防接種を行う際には、市が 

 独自に作成した予診票を使用 

・２枚複写となっており、１枚目は 

 医療機関控え、２枚目は市提出用 

・HPV感染症及び高齢者インフルエン 

 ザは３枚複写となっており、３枚目 

 は済証及び接種後の注意 

・各予防接種の種類毎に作成 

 

 

 

・外国語版については作成していない 

・同時接種用予診票については作成していない 

ＤＰＴ-ＩＰＶ第１期、ＤＴ第２期、不活化ポリオ、 

麻しん風しん、日本脳炎、Ｈｉｂ感染症、 

小児の肺炎球菌感染症、ＨＰＶ染症、 

インフルエンザ 

川崎市作成（一部） 



1 市町村における実務の流れ 

(5) 被接種者への個別通知 

毎月送付：２か月児 予診票綴（就学前までの予診票一式） 

          予防接種と子どもの健康（説明書） 

     ＭＲ１期、日脳１期、日脳特例１期未接種、ＤＴ２期 

年 １ 回：ＭＲ２期、日脳特例２期未接種、（ＨＰＶ） 

予診票、お知らせ、医療機関名簿 等 

予防接種の説明書として、予防接種綴を渡す際に併せて
「予防接種と子どもの健康」を一人一冊配布 

送付対象者 

送付内容 



1 市町村における実務の流れ 

(6) 接種後の予診票のチェックと支払業務 

【医療機関】毎月１０日までに予診票（２枚目）と請求明細書を提出 

【区役所】区役所職員による予診票を審査（６，０００枚／月／区） 

【審査項目】 

体温、住所、氏名、年齢、保護者の接種に関する同意及び署名、接種間隔、
医師署名、医療機関名、ワクチンのロット、接種量、接種日 等 

【市役所】委託料の支払い 

・各区役所において、審査を行い合格したもののみ支払う。 

・市は全市分を医師会へ支払い、医師会から各医療機関へ振込を行う。 

・審査に不合格のものは、委託料の支払を行わず、医療機関へ返却する。 



2 接種医に対する予防接種の研修会 

■毎年２月に事業説明会（講演会及び事業説明）を開催 

 ・医師会が主催。事務委託契約における契約事項の一つ） 

 ・協力医療機関は参加必須 

専門家の講師による予防接種に関する講演 

【内容】予防接種の基本、最近の動向、事故防止 等 

講演会 

行政作成の予防接種事務手引きを用いて実施方法の説明 

【内容】制度の説明、実施の際の注意、請求方法 等 

事業説明 



3 接種状況の把握のための接種済み調査 

■ 区役所保健所における健診 

・１歳６か月健診及び３歳児健診は、区役所にて実施 

 （来所率：１歳６か月児＝約96％、３歳児＝約95％） 

・健診のお知らせを送付する際に、保護者あてアンケート送付 

・健診前に保健師による面接 

 （既往歴、発達経過、行動発達、予防接種歴 等） 

保護者の記入したアンケートと母子手帳をもとに、 

一人一人の接種歴を確認 

■ 就学前健診における接種勧奨のチラシ配布 

・教育委員会と連携し、就学前健診時に予防接種歴の確認と 

 勧奨用のチラシを配布する 



4 予防接種運営委員会の役割 

■ 予防接種運営委員会 

川崎市予防接種運営委員会条例（昭和４６年４月１日条例第２７号） 

【目的】 

 予防接種事業の円滑な運営を図るため、市長の諮問機関として設置 

【組織】 

 医療関係者・行政（教育現場含）・学識経験者（委員数２５名） 

【事故対策部会】 

 予防接種に関係するものと考えられる事故の審査及び処理 

 （申請における進達を行う際の意見をもらう） 

【小委員会】 

 本市における事業の変更等ある場合に随時開催 



5 政令指定都市間における情報交換会 

■ 指定都市結核感染症主管課長会議 

・毎年７月に開催される全政令指定都市が参加する会議 

・他政令市に照会等ある場合は、事前に開催市あてに規定様式を提出 

・近年は、名古屋市が予防接種の委託単価について照会している 

■ その他 

・アンケートや電話等にて随時照会あり 

 例）ポリオ委託料単価、台帳、風しん事業 等 


